
東京カンテイ プレスリリース / 新築マンションの売主別分譲状況分析（地方圏）        2025 年 7 月 31 日 

  
本プレスリリースに関するお問い合わせ先： （株）東京カンテイ 市場調査部 

※本記事の無断転用を禁じます 

 
 

 

●「大手デベロッパー×大規模物件」を除く大半のケースでは引き続き“竣工時完売”が主流 

地方圏では分譲状況タイプ別シェア

の変遷が売主によって大きく異なっ

ており、大手デベロッパー以外が売

主である新築マンションでは掲出した

期間を通じて「タイプ B」（＝竣工以前

に分譲開始＆最終分譲）が 80％以

上のシェアを占めている。「タイプ C」

（＝竣工以前に分譲開始＆竣工より

後も分譲継続）のシェアは直近にか

けて徐々に水準を押し上げつつある

が、2024 年時点においても 15.3％を

占めるに留まっている。一方、「タイプ

A」（＝竣工よりも後に分譲開始）は当

該期間を通じて 10％を上回った年は

皆無であり、直近では数％程度と非

常に低い水準での推移が続いている。

対照的に、大手デベロッパー（JV 含

む）が売主である新築マンションでは

三大都市圏と同じく「タイプ C」が一定

以上のシェアを占めており、年によっ

ては半数近いシェアに及ぶこともある。

地方圏ではこれまでほとんど確認されてこなかった「タイプ C」という販売スタイルが少なくとも 2000 年代の後半以降

には継続的に発生しているという新たな知見が今回の調査で得られた。 

物件の戸数規模による分譲状況タイプ別シェアの推移（次頁参照）に関しては、対象となる新築マンション自体が

無かったり少ないサンプルのために数値が大きく変動しているケースも多く見られることから、各エリアでのデータ

はあくまで参考程度に留めておいた方が無難であろう。地方圏全体においては大手デベロッパーが手掛ける新築

マンションで「タイプ C」が一定以上のシェアを占めていることは前述した通りだが、戸数規模別でそれらを詳しく見

てみると「タイプ B」に取って代わって販売スタイルの主流になっているケースは皆無であった。ただし、「100 戸以

上」の大規模物件に限っては 2000 年代の後半を境に 30％以上を上回り続けており、これは首都圏や近畿圏で新

築マンション価格が高騰し続ける中、大手デベロッパーによる大規模タワーマンションの開発が地方圏の政令指

定都市や県庁所在地にも及んできているためとみられる。今や“竣工後も分譲継続”という手法は三大都市圏の

みで採用されている販売スタイルではないとの認識を新たに持つ必要がありそうだ。 

 

 

 

 

 

東京カンテイ、新築マンションの分譲状況タイプに関する継続調査の結果を発表 

地方圏 2024 年の大手デベ物件では“竣工後も分譲継続”が 47.1％ 

大規模タワーマンション開発の増加に伴って新たな販売スタイルとして存在感を増す 

●新築マンションの分譲状況タイプについて（1980 年～2024 年に竣工した新築マンションが対象） 

タイプ A： 竣工よりも後に分譲開始 
タイプ B： 竣工以前に分譲開始＆最終分譲を迎え、累計分譲戸数が総分譲戸数に達している 
タイプ C： ①竣工以前に分譲開始＆竣工より後も分譲継続 
  （竣工時に累計分譲戸数が総分譲戸数に達するも、その後分譲が続くケースを含む） 

②竣工以前に分譲開始＆最終分譲を迎えるも、累計分譲戸数が総分譲戸数に達していない 
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